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序章 事後調査書の位置づけと経緯 

1.1 事後調査書の位置づけ 

本図書は、「さいたま市環境影響評価条例」（平成 15 年、条例第 32 号）に基づき、令和 2（2020）

年 8月 18 日付けで市長に提出した「さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業環境影響

評価書」（以下、「評価書」という。）の「第 13 章 事後調査の計画」（以下、「事後調査計画」

という。）にある事後調査を実施し、その結果をとりまとめたものである。 

 

1.2 事後調査書作成までの経緯 

事後調査書作成までの主な経緯は表 1 に、さいたま市環境影響評価条例に定められている手

続きの流れは図 1に示すとおりである。 

 

表 1 事後調査書作成までの経緯 

項目 年月日 

調査計画書 

提出 平成 25(2013)年 11 月 15 日 

公告・縦覧 
平成 25(2013)年 11 月 25 日 

から平成 25(2013)年 12 月 25 日 

技術審議会 平成 26(2014)年 2 月 5 日 

市長意見 平成 26(2014)年 3 月 10 日 

準備書 

提出 令和元(2019)年 11 月 22 日 

公告・縦覧 
令和元(2019)年 12 月 9 日 

から令和 2(2020)年 1 月 9日 

技術審議会 令和 2(2020)年 3 月注1） 

市長意見 令和 2(2020)年 5 月 22 日 

評価書 

提出 令和 2(2020)年 8 月 18 日 

公告・縦覧 
令和 2(2020)年 9 月 1日 

から令和 2(2020)年 9 月 15 日 

事後調査手続き 

事業着手の届出 令和 2(2020)年 9 月 16 日 

環境保全措置 

実施状況の報告 

令和 2(2020)年 12 月から 3ヶ月毎に報告 

（各年 6月、9月、12 月、3月） 
注 1）新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、電子メールによる書面での審議が実施された。 
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図 1 環境影響評価の手続きの流れ  

現段階 
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1章 都市計画決定権者の氏名及び住所 

名 称 ： さいたま市 

代表者の氏名 ： さいたま市長 清水 勇人 

住 所 ： 埼玉県さいたま市浦和区常盤 6丁目 4番 4号 
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2章 都市計画事業の目的及び内容 

2.1 都市計画事業の名称及び種類 

2.1.1 名称 

さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（以下、「本事業」という。） 

 

2.1.2 種類 

都市計画事業の種類 ： 廃棄物処理施設の建設 

（さいたま市環境影響評価条例施行規則 別表第 1 第 6 号の項 第 1号の廃棄物の 

処理及び清掃に関する法律 第 8 条 第 1 項に規定するごみ処理施設の建設） 

 

 都市計画事業の該当地区 ： B 地域注1） 

 

注 1）地域の特性に応じて秩序ある開発を誘導するために、建設に係る既成制度と環境を重視するさいたま市環

境影響評価条例とが連携して、適正に開発を誘導していくことが重要であることから、さいたま市におい

ては以下の 4 つの地域に分類している。 

Ａ地域（生活環境に配慮が求められる地域） 
既に市街地を形成している区域及び概ね 10 年以内に優

先的かつ計画的に市街化を図るべき地域 

Ｂ地域（Ａ地域、Ｃ地域の緩衝的な地域） 
自然環境への配慮が特に求められる地域に近接または

隣接している区域 

Ｃ地域（自然環境に配慮が求められる地域） 
自然環境が豊かで、それに対する配慮が特に求められ

ており、市街化や開発が厳しく規制されている地域 

特別の地域（市街化を特に優先すべき地域） 
一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当

規模の地区 
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2.2 都市計画事業の目的 

2.2.1 さいたま市の廃棄物処理の現状と将来 

（1）人口と世帯の動向 

さいたま市（以下、「本市」とする。）の人口の推移は図 2.2.1 に、世帯数の推移は図 2.2.2

に示すとおりである。 

本市の人口は令和3(2021)年10月現在で約133万人であり、平成24(2012)年から令和3(2021)

年にかけて約 87,000 人増加（約 7％増）している。なお、本市の人口は、令和 7(2025)年をピ

ークに緩やかに減少していくと見込まれていたが、令和 3(2021)年度実績では、その推計値より

約 45,000 人増加人数が多くなっている。 

世帯数は、令和3(2021)年10月現在で約62万世帯であり、平成24(2012)年度から令和3(2021)

年度にかけて約 8 万 7 千世帯増加（約 16％増）となっている。1 世帯平均人員は減少傾向にあ

る。 

 
出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

図 2.2.1 人口の推移 

 

 
出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

図 2.2.2 世帯数の推移  
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（2）ごみ排出量の現状 

 ① 排出量 

ごみの総排出量の推移は図 2.2.3 に示すとおりである。 

平成 30(2018)年度から令和元(2019)年度にかけて増加したが、その後は本市のごみ減量に

向けた施策と市民・事業者の努力によって減少傾向で推移している。 

しかし、人口や従業員数の増加に伴い、ごみ総排出量は令和 3(2021)年度実績で、推計値よ

り約 6,000t 増加している。 

 
出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

図 2.2.3 ごみ排出量の推移 

 

 ② 市民 1人 1日あたりの排出量 

市民 1 人 1 日あたりの総排出量の推移は図 2.2.4 に示すとおりである。 

平成 24(2012)年度からおおむね減少傾向で推移しており、令和 3(2021)年度は平成

24(2012)年度に対し、101g/人・日減少（約 10.7％減）している。そのうち、家庭系ごみにつ

いては、平成 24(2012)年度から平成 30(2018)年度まで減少を続け、令和元(2019)年度、令和

2(2020)年度にかけて増加したが、令和 3(2021)年度に大きく減少した。事業系ごみ（事業系

一般廃棄物）については、平成 24(2012)年度から令和元(2019)年度まで微増、微減を繰り返

し、概ね横ばい傾向にあったが、令和 2(2020)年度以降は大きく減少している。 

 
出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

図 2.2.4 市民 1人 1日あたりの排出量の推移  
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 ③ ごみ処理量の現状 

本市のごみの処理・処分量は図 2.2.5 に示すとおりである。平成 27(2015)年 4 月から焼却・

溶解施設である桜環境センターが運用開始となり、焼却灰の最終処分量が大きく減少した。平

成 27(2015)年度以降は、令和 3(2021)年度を除き概ね減少傾向で推移している。令和 2(2020)

年度は、最終処分場である環境広場の残余容量を鑑み、最終処分量を抑え、焼却灰の有効利用

を増やしたため、最終処分量が大きく減少している。 

 

出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

図 2.2.5 処理・処分量の推移 

 

（3）ごみ処理体制 

本市のごみ処理フローは図 2.2.6 に示すとおりである。 

一般家庭から排出されるごみについては、もえるごみ・もえないごみ・資源物（１・２類）・

有害危険ごみ・粗大ごみの 6分別を基本として収集・処理している。 

会社・商店等事業活動に伴って排出される事業系ごみについては、全て事業者責任による処

理としており、市の処理施設に対しては、有料での自己搬入または収集運搬許可業者による搬

入に限定している。 

もえるごみは、表 2.2.1 及び図 2.2.7 に示す市内 4つの焼却施設（西部環境センター、東部

環境センター、クリーンセンター大崎、桜環境センター）において焼却処理しており、平成

27(2015)年 4 月から供用を開始している桜環境センターでは、焼却灰や破砕残渣を溶融処理し

資源化することが可能となったことから、平成 27(2015)年度以降、最終処分量の削減に大きく

貢献している。また、西部環境センターの灰溶解設備については、施設の老朽化や資源化方法

の多様化の観点から、令和 3(2021)年 1 月に設備を停止した。 

本市では、安定したごみ処理を継続するため、市内 4 つの焼却施設について計画的な更新・

再編及び長寿命化を図っており、この一つとして、本事業を実施している。 

焼却施設から発生する焼却灰の一部は、セメントや人工砂の原材料として有効利用しており、

残りの焼却灰や飛灰固化物等は、最終処分場で埋立処分している。 
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出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

図 2.2.6 さいたま市のごみ処理フロー 
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表 2.2.1 さいたま市のごみ処理施設 

施設名 処理 能力 竣工 
経過年数 

(R4.3 現在) 

熱回収 

設備 

１ 西部環境センター 

破砕 75t/5h 平成 5(1993)年 2 月 28 年  

焼却 300t/24h 平成 5(1993)年 2 月 28 年 有り 

灰溶融※1 75t/24h 平成 5(1993)年 2 月 一 

２ 東部環境センター 
焼却 300t/24h 昭和 59(1984)年 7 月 36 年 有り 

資源化 40t/5h 平成 5(1993)年 4 月 27 年  

２ サーマルエネルギー 

  センター 

破砕 28t/5h 

整備中 焼却 420t/24h 

資源化・選別 21t/5h 

３ クリーンセンター大崎 
破砕 50t/5h 平成 8(1996)年 3 月 25 年  

焼却 450t/24h 平成 8(1996)年 3 月 25 年 有リ 

４ 桜環境センター 

破砕※2 28t/5h 平成 27(2015)年 3 月 6 年  

焼却・溶融 380t/24h 平成 27(2015)年 3 月 6 年 有り 

資源化 63t/5h 平成 27(2015)年 3 月 6 年  

５ うらわフェニックス 最終処分 372,700ｍ3 昭和 63(1988)年 5 月 32 年  

※1 灰溶融設備は、令和 3(2021）年１月に停止しました。 

※2 令和 5（2023）年度以降の桜環境センターの破砕処理施設の処理能力は、44.8t/8h で処理を行います。 

出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

 

 

出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

図 2.2.7 さいたま市のごみ処理・処分施設の分布 
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2.2.2 第 4 次計画（改訂版）のスケジュール 

平成 30(2018)年度から令和 4(2022)年度までを第 4 次計画、令和 5(2023)年度から令和

9(2027)年度までを第 4次計画（改定版）として、表 2.2.2 及び図 2.2.8 に示すとおり計画を

推進していく。 

 
表 2.2.2 第 4 次計画及び第 4次計画（改定版）の基本的方向 

 
出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

 

 
出典：「第 4次さいたま市一般廃棄物処理基本計画（改定版）」（令和 5年 3月、さいたま市） 

図 2.2.8 計画のロードマップ  
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2.2.3 焼却施設の統合による効果 

現行の東部環境センター及び西部環境センター主要諸元は表 2.2.3、温室効果ガスの削減効

果は表 2.2.4 に示すとおりである。 

現行の東部環境センター及び西部環境センターを統合し、都市計画対象事業の実施区域にお

いてサーマルエネルギーセンターを整備することは、当該地においては施設の処理能力が300t/

日から 420t/日に増加することとなるが、2施設の統合による維持管理の合理化等により、年間

の維持管理経費が 43％削減されるほか、温室効果ガス排出量も現行の 56,205t-CO2/年から

21,362 t-CO2/年に約 62％低減されるなど、経済面・環境面ともに大きな効果が得られると考え

られる。 

サーマルエネルギーセンターは、現在の東部環境センターに比べ高効率な焼却炉や高度な排

出ガス処理施設を有すること、施設稼働に伴う環境影響に対する保全措置を実施することから

環境への影響は小さいと考える。 

※経費節減効果は、試算のため削減率のみを示した。 

 

表 2.2.3 東部・西部環境センター及びサーマルエネルギーセンター主要諸元の比較 

項目 統合前 統合後 

諸元 東部環境センター 西部環境センター 
サーマルエネルギー 

センター 

処理能力 
300t/日 

(100t/日×3炉) 

300t/日 

(100t/日×3炉) 

420t/日 

(140t/日×3炉) 

排
出
ガ
ス
量 

湿り排出ガス量

(Nm3/時) 

78,600 

(26,20 Nm3/時/炉×3炉) 

82,740 

(27,580Nm3/時/炉×3炉) 

132,000 

(44,000Nm3/時/炉×3炉) 

乾き排出ガス量

(Nm3/時) 

68,370 

(22,790Nm3/時/炉×3炉) 

71,940 

(23,980Nm3/時/炉×3炉) 

114,000 

(38,000Nm3/時/炉×3炉) 

排
出
ガ
ス
濃
度 

窒素酸化物(ppm) 120 以下 90 以下 50 以下 

硫黄酸化物(ppm) 30-40 以下（K=6.0） 30 以下 20 以下 

ばいじん(g/m3N) 0.02 以下 0.05 以下 0.01 以下 

塩化水素(ppm) 50 以下 50 以下 30 以下 

ダイオキシン類

(ng-TEQ/m3N) 
0.1 以下 0.5 以下 0.01 以下 

 

表 2.2.4 焼却施設の統合による温室効果ガス削減効果 

現行 
温室効果ガス排出量 

（t-CO2/年） 
統合後 

温室効果ガス排出量 
（t-CO2/年） 

東部環境センター 35,103 サーマルエネルギー 

センター 
21,362 

西部環境センター 21,102 

計 56,205 計 21,362 

削減割合   62％削減 
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2.3 都市計画事業の実施区域 

本事業の実施区域（以下、「事業実施区域」という。）の位置は、図 2.3.1 及び図 2.3.2 に示

すとおりである。 

事業実施区域周辺は、主に農地、住宅地等となっている。本市の都市計画区域区分によると、

図 2.3.3 に示すとおり、事業実施区域周辺の一部が市街化調整区域に区分されており、さいた

ま市環境影響評価技術指針に基づく地域区分では B 地域にあたる。 

なお、事業実施区域の現況図は図 2.3.4 に示すとおりである。 
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図 2.3.2  

事業実施区域周辺の航空写真 
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図 2.3.3 都市計画の状況 
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図 2.3.4 事業実施区域の現況図 
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2.6 都市計画事業の実施方法 

2.6.1 都市計画事業の整備手法 

本事業の事業構成は表 2.6.1 に示すとおりである。 

「さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（ＤＢＯ）」（以下「事業（ＤＢＯ）」と

いう。）と「さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業（リサイクルＯ）」（以下「事業

(リサイクルＯ)」という。）の 2事業から構成するものとし、これら 2事業を一体事業として

実施する。 

事業（ＤＢＯ）は、本施設の設計・建設（既存東部環境センターの解体工事を含む。以下同

じ。）及び本施設の運営（ただし、事業(リサイクルＯ)の事業範囲を除く。）を一括して行う

ＤＢＯ方式により実施する。 

事業(リサイクルＯ)は、マテリアルリサイクル施設の一部の設備の運営業務を包括的に行

うＯ方式により実施する。 

事業（ＤＢＯ）の事業者の選定は令和元(2019)年 11 月に、事業（リサイクルＯ）は令和

2(2020)年 5 月に終了している。 

 

表 2.6.1 さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業の構成 

区分 

サーマルエネルギーセンター 

高効率ごみ 

発電施設 

マテリアルリサイクル推進施設 

破砕設備 選別、保管設備 

事業範囲 

設計・建設業務 

さいたサーマルエネルギー 

センター整備事業（ＤＢＯ） 

 

運営業務 

さいたま市サーマルエネ

ルギーセンター整備事業 

（リサイクルＯ） 

事業方式 ＤＢＯ Ｏ 

注 1）DBO 方式 Design：設計、Build：建設、Operate：運営） 

O 方式  Operate：運営 

  




